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今年度から。これ、目標達成できないと打ち切

られるということで、最初から例えば打ち切り

なんていうのは、せっかくということになりま

すから、この辺はやっぱり本当に、私が申し上

げたように、受けていただくような事業者の協

力も得なきゃいけないわけですけど、今の時代

は本当に製造業も核になる、中核になる人たち

というのはすごく欲しがってるんですね。今ま

ではとにかく利益を少しでも出したいもんです

から、いわゆる非正規社員と言われる派遣業の

人だったり契約社員だったりということでしの

いできたんですけども、今考えてみると中核の

人たちがいないということで、リストラでもう

ほとんど経験ある人がリタイアというか外へ出

てたり、そういうことがあって、今、非常に人

材を確保したいと躍起なんです。恐らくここの

ところ、これから人の奪い合いというか、競争

になるんですね、確保の、採用の、そういう状

況なので、非常に市内の事業所も言われる中核

的な人材を欲しがってる。だから私はこれ、物

すごく的を射た事業だと思うんです。 

 ですから、これ、市長はもうぜひ、万が一途

中打ち切りでも続けたいという、独自でもやり

たいと、これは私は本当に必要なことだと思い

ますから、ぜひそういうことをお願いしたいと

思いますけども、協議会の会長、市長でしたね。

７月にまた最終的なあれですか、内定というか、

決まるんでしょうか。厚労省のやつが。内定は

してますけど、まだ７月あたりですかね、最終

的に決まるのは。それで、もう１回協議会の総

会で事業計画を具体的にされるということなの

で、私、聞いている範囲では、まだ協議会の委

員の方々は、団体の代表で出ていただいてます

から、なかなか下まで、一般の事業者までその

ことがまだ理解されてないんじゃないかという

ふうなこともちょっとあるようでございますの

で、今度の総会にまたあると思いますから、そ

ういう方々にもこの事業の内容なり、これから

やっぱり中核的な雇用をやっていくことが、こ

の地域の産業振興に十分つながるんだというこ

とを含めて、市長の方からぜひその辺のことを、

総会等を含めて、あるいは大いに事業者の皆さ

ん、あるいは市民の皆さんにＰＲいただくよう

な手だてをお願いしたいと思いますが、その辺

についてお伺いして、質問を終わりたいと思い

ます。お願いします。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 ご指摘のように、正式に決定し

て、向こうからの支援の金もはっきりした段階

でもう一度やりたいと思いますが、これはやっ

ぱり代表者だけじゃなくて、実際の下に根を張

って、そして、その各事業所の皆さんが、よし、

これでやろうという気になってもらうのが一番

大切かな。そういう努力をしっかりとやってい

きたいと思います。 

○大沼 久議長 ここで暫時休憩いたします。再

開は３時20分といたします。 

 

 

   午後 ３時００分 休憩 

   午後 ３時２０分 再開 

 

 

内谷重治議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 休憩前に復し、会議を再開いた

します。 

 次に、順位５番、議席番号２番、内谷重治議

員。 

  （２番内谷重治議員登壇） 

○２番 内谷重治議員 本日は私が最後の質問に

なりますので、少々抽象的な表現が多くなりま

すが、よろしく最後までご清聴のほどお願い申

し上げます。 

 平成18年も早いもので残すところ３週間足ら
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ずで、上半期が終了しようとしております。平

成17年下半期からのこの１年間を振り返ってみ

ますと、郵政民営化に端を発す衆議院選挙以降、

今の日本を象徴するような激動し、混迷を深め

る事件、事象が続発してまいりました。耐震強

度偽装問題や防衛施設庁の汚職問題、米国牛Ｂ

ＳＥのずさんな検査体制といった行政と政治の

ひずみが絡む事件、一方で、村上ファンドの村

上代表やライブドアの堀江前社長に代表される

金もうけの能力だけがもてはやされ、お金をも

うけるためには違法でも何でもありという風潮、

勝ち組、負け組に選別され、雇用形態の変化等

も相まって、深刻な社会問題になりつつある所

得格差の拡大、さらには広島、栃木、つい先月

には秋田の小さな町でも起きました小学生をね

らった大変痛ましい殺人事件、隣の飯豊町で起

きた凄惨な殺人事件には本当に驚きました。小

さき者、弱き者が犠牲になり、親子、家族同士

で殺し合うという現代日本の異常で殺伐とした

社会に愕然とするのは私だけではないというふ

うに思います。 

 これらの原因は何か、私が分析できるような

単純な問題ではありませんが、一つだけ言える

ことは、日本社会が1990年代に進展してきた、

進めざるを得なかったグローバリゼーションに

組み入れられる過程の中で、経済、特に民間企

業は生き残りをかけて個々に対応せざるを得な

かったのですが、政治や行政はそのあり方を含

め、十分な対応がなされてこなかったことが原

因の一つではないかなというふうに思います。

それが日本人の従来から持ち続けてきた価値観

と新しいグローバリゼーションによる価値観と

の混乱を招き、整理されないまま、人々の心が

すさんできてしまったのではないでしょうか。

少々大げさで、上段からの物言いになるかもし

れませんが、10年後、20年後、未来の長井を考

えるとき、世界の中での日本、日本の中での長

井のありようを考えなければならないというふ

うに思います。 

 目黒市長が常々おっしゃってる「シンク・グ

ローバリー、アクト・ローカリー」の視点がな

ければ、地方自治体といえども時代に取り残さ

れてしまうおそれがあります。私たちは、まさ

にこのような日本社会で、私たちの長井市をど

のように経済的、精神的な豊かさと、夢や希望

を模索し、はぐくんでいくか、改めて考える必

要があるというふうに思います。翻って、私た

ちの長井市においても、ただいま申し上げまし

たことを再度模索しなければならない新たな岐

路に立っていると言っても過言ではないと思い

ます。それは、言うまでもなく、目黒市長が今

期限りで市長職を卒業すると宣言され、長井市

は新たなリーダーを選ばなければならないから

であります。 

 現在まで、長井市においては、現職市長が勇

退され、新入候補者同士による選挙戦が行われ

るのは30数年ぶりのことであり、目黒市長のよ

うに市民の高い評価がありながら、なおかつ年

齢的にも50歳代という働き盛りに勇退されると

いうケースは、市制始まって以来、初めてのこ

とであります。 

＋

 目黒市長は当初から、公約として、「市長職

はアメリカの大統領のように２期８年で結果を

出し、多選するのではなく、また新たな人が市

政を担うべきだ」と言っておられ、それを実践

されようとしています。多くの市民から惜しま

れて勇退されるわけですので、私は、この６月

定例会、９月定例会、そして最後の12月定例会

まで、３回にわたり同じテーマで質問してまい

りたいというふうに思いますので、ぜひ目黒市

長から私たち市民に、そして議会に、これから

の長井市の将来のビジョンをご教示いただきた

いというふうに思います。 

 目黒市長におかれましては、「市長をやめる

のではなく、卒業し、今度は参議院議員として、

国家・地域のために働きたい」との決意を述べ
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られておりますので、もちろん私も長井市民の

一人として微力を尽くていきたいというふうに

考えておりますので、長井西置賜で初めての国

会議員として、ぜひ次期参議院選挙で当選され、

日本のため、この山形、長井のためにご尽力い

ただきたいというふうに思います。 

＋ ＋

 さて、私のこのたびの一般質問は、ただいま

まで長々と申し上げてまいりましたが、目黒市

長の公約でもありました、元気な長井をつくる

ために、これから長井はどうあるべきか、2020

年に向けての行政ビジョンと地域活力の再生を

どのように進めるかについて、この６月定例会

では通告しております３点について質問してま

いりたいと思いますので、よろしくお願い申し

上げます。 

 まず、１点目といたしまして、次期行財政改

革と市町村合併をどのように進めるかについて

お伺いいたします。 

 目黒市長は、元気な長井をつくるため、まず、

その基礎となる財政の再建を最重要課題として、

平成13年度より長井市行財政改革大綱、推進計

画に基づいた財政再建５カ年計画に取り組み、

強力なリーダーシップを発揮しながら、職員の

意識改革を図り、市民、議会、職員の全面的な

協力により、全国自治体でもトップクラスの実

績を上げられました。また、市町村合併は究極

の行革であり、歴史的にも時代の趨勢であると

して、置賜の首長の中でも最も積極的に取り組

まれ、地区説明会等を開催しながら、市民への

理解を得、合併特例法期限内での合併の模索に

尽力されました。残念ながら結果として合併す

ることはできなかったものの、市民の評価は高

かったと思います。 

 平成18年度からは引き続き行財政改革大綱、

推進計画を踏まえ、当面は合併しないまちづく

りをも視野に入れながら、次期行財政改革とし

て「長井市自立計画」を策定、財政の中期展望

を見据え、「スリムで機能的かつ機動力もあり、

持続可能な行政体をつくる」としております。

この自立計画は大変すばらしい計画として、私

も含めた議会、職員のコンセンサスを得たもの

というふう考えますし、強力な、元気な長井を

つくる推進力になるというふうに考えます。 

 ただし、この第２次行財政改革は、市民と市

役所、行政のあり方を大きく変えなければ、な

かなか効果は上がらないのではないかという懸

念が私の中で払拭されたわけではありません。

後で触れさせていただきますが、市民との協働

のまちづくりを進めていく上でも、どのような

理念と手法が必要なのか、目黒市長の見解をい

ただきたいというふうに思います。 

 また、昨年度に新合併特例法が施行され、県

からは置賜３市５町による合併が望ましいとの

合併推進構想が出されました。さきの３月定例

会では、「置賜が一つになるには時間がかかる

のであれば、長井は米沢を含めた川西、飯豊と

の組み合わせを優先して進める方法もある」と

の見解が市長から述べられましたが、この新合

併特例法下での合併はぜひ進めるべきであると

思いますし、他の組み合わせも検討しなければ

ならないと考えますが、市長はどのように考え

ておられるのか、あわせてお伺いいたします。 

 次に、大きな項目の２つ目に入ります。市民

との協働のまちづくりをどのように進めるかに

ついてお伺いいたします。 

 前項でも触れましたが、協働のまちづくりは、

長井市第４次総合計画の大きな柱であり、自立

計画を推進していく最重要課題の一つではない

かと思います。市内には県内でも団体数、人口

比率でもトップクラスのＮＰＯ法人が設立され、

活発な活動がなされておりますが、協働のまち

づくりとは何かと理解しているのはまだまだ少

数の市民であるというふうに思います。 

 さきの定例会でまちづくり基本条例が上程、

可決、今年度からこのまちづくり基本条例に基

づいたさまざまな施策の検討準備がなされてい
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るとは思いますが、現在、まちづくりのこれか

らの重要な一翼を担っていただく女性や高齢者

の声、そして未来の長井を担っていただく子供

たちの声をどのようにまちづくりに生かしてい

くべきなのか、市長のご見解をいただきたいと

いうふうに思います。 

＋

 今までは、市民の声や市民のまちづくり参加

の窓口として、多分に地区長制度や地区公民館、

地区まちづくり組織等々で行政側では重視して

きたというふうに思います。もちろんこれらの

組織は今後とも大変重要な組織であることは変

わりありませんが、協働のまちづくりにおいて

は、もっともっと多方面からの市民参加が必要

と考えますが、いかがでしょうか。 

 そこで、まちづくり基本条例を生かし、ＮＰ

Ｏやボランティア団体等との協働を推進するた

めに、どのような施策の展開を考えておられる

のか、また、今後、協働のまちづくりのために

どのような新しいフレームをつくるべきか、市

長のご見解をお伺いするものであります。 

 最後の項目であります地域活力の再生につい

てお伺いいたします。 

 私のこのたびの質問の副題であります「2020

年に向けての行政ビジョンと地域活力の再生に

ついて」で、なぜ2020年なのか。これは、2020

年ごろ、すなわち平成32年、14年後でございま

すが、東北中央自動車道が米沢北インターチェ

ンジまで開通し、それに合わせて国道287号線

が長井から米沢北インターチェンジまで４車線

で結ばれると予測される時期だからこそ、あえ

てこの年を目標にしたものであります。地域活

力の再生にはいろいろな切り口があり、このテ

ーマだけでも60分では語り尽くせないとは思い

ますが、この６月定例会では、各種統計資料や

国の予測値等を用い、将来の長井の都市像の一

部を推測しながら、今、何がなされなければな

らないか、何をなすべきかについて、資料等の

分析についての見解をお伺いしながら、目黒市

長よりご教示をいただきたいと考えます。 

 議長の許可をいただきまして、議場の皆様に

資料を配付させていただきましたが、この資料

に基づいて質問してまいります。 

 まず最初に、過去10年間の長井経済の域内総

生産についてお伺いいたします。 

 私は、実はこの資料を今年４月に見て、予想

はしていたのですが、本当に驚き、愕然といた

しました。なぜこんなにひどい数字が出てきた

のか。統計のトリックなのか。いや、そうでは

ないと、しかも県内あるいは置賜で同じような

状況かといえば、決してそうではない。明らか

に地域間格差があります。 

 例を挙げますと、平成６年から平成15年まで

の10年間で、域内総生産の比較、言いかえれば、

これは名目上でありますが、経済成長率が長井

市がマイナス19.1％で、県内ワースト７位のマ

イナス成長、13市ではもちろん一番悪いという

状況になっています。置賜でも小国町がマイナ

ス14％で県内ワースト14ということのマイナス

成長ですが、一方で、同じ置賜でも川西町は県

内６番目で、プラス3.9％のプラス成長であり、

米沢市も県内８番目、3.2％のプラス成長であ

ります。 

 この状況をどのように分析し、行政体として

どんな施策をとるべきなのか。この数字の分析

も踏まえまして、市長の考えをお伺いしたいと

いうふうに思います。 

 次に、（２）の2030年の経済産業省の予測値

についてお伺いしたいというふうに思います。 

 この資料は議場の皆様には配付しておりませ

んが、昨年12月に経済産業省から公表された

「2030年の地域経済の将来推計について」とい

う報告書を見ますと、長井市都市圏としての統

計ですので、長井市に加え、白鷹町、飯豊町を

含めた推計でございますが、域内総生産は2000

年には1,744億円が30年後の2030年には1,488億

円、マイナス14.7％のマイナス成長と推計され、
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 長井は、この高速交通体系を地域活力の再生

に、地域の活性化にどのように生かしていくべ

きなのか、また、この時期に合わせ、どのよう

な視点から、どんな産業の振興を図り、元気な

長井に結びつけるのか、最後に目黒市長のご見

解をお伺いいたしまして、私の壇上からの質問

を終わります。ご清聴、まことにありがとうご

ざいました。（拍手） 

人口も５万8,000人から４万3,000人、マイナス

26.6％の減と推計されています。 

 長井市自立計画によれば、長井市の人口は

2020年には２万6,453人、2030年には２万3,120

人と推測されますが、平成５年からの10年間で

マイナス19.1％の大幅なマイナス成長に加え、

さらに、一部年代はダブりますが、2000年（平

成12年）からの30年間でマイナス14.7％のマイ

ナス成長でありますので、これからの人口減少

化によってどのような課題が出てくるのか、大

変危惧されるところであります。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 内谷議員のご質問にお答えを申

し上げたいと思います。 

＋ ＋

 まず、１のさらなる行財政改革、理念、手法

でございますが、平成18年度からの行財政改革

は、３月に策定しました長井市自立計画に基づ

き取り組んでおります。自立計画の理念は、一

言で言えば、協働の推進による新しい公共空間

づくりであります。協働は、長井市まちづくり

基本条例でも定義をさせていただいております

が、まちづくりに関して市民の皆さんと市とい

う行政体がそれぞれ果たすべき責任を自覚して、

それぞれの立場及び特性を尊重しながら、対等

の立場で相互に補完し、協力することだと。ま

た、新しい公共空間づくりというのは、今後、

地域の公共サービスの全部をすべて行政が担っ

ていくというのはなかなか難しいと思います。

公共的なサービスの分野について、市民の皆さ

んやＮＰＯの皆さん、事業所の皆さん、あるい

はこれまでの商工会議所やＪＡや地区長会の皆

さんや、そういう皆さんにも担っていただくま

ちづくりということだと思います。自立計画の

中で、特に、今後、市民の皆さんが何をどうで

きるか等について、よく市民の皆さんのご意見

も聞きながら、情報交換をしていきたいと思い

ます。 

 同じ経済産業省の「地域経済報告書」により

ますと、人口減による地域の課題は、次のよう

に考えられるとしております。４点ほどありま

す。１点目、域内の産業活動の縮小とそれに伴

う住民所得の減少、２点目、公共インフラの遊

休化、工場跡地、耕作放置農地、空き店舗等の

増加、３番目、税収入の減少、高齢化による公

共サービスの需要拡大、既存インフラの維持管

理とコスト増大等を要因とした地方財政の悪化、

４点目、住民の居住密度、産業・企業立地密度

の低下等による効率の悪い都市構造化等々、挙

げられております。 

 この報告書によるこれらの課題を検討します

と、改めて長井市自立計画の強力な推進が必要

不可欠と感じますが、市長はどのようにしてこ

れらの課題を最少に食いとめるべきか、ぜひ見

解をお伺いしたいというふうに思います。 

 最後になりますが、2020年までに整備される

予定の高速交通体系をどう生かしていくかにつ

いてお伺いいたします。 

 この項の最初に、東北中央自動車道及び国道

287号の複車線化について触れましたが、加え

て新潟を結ぶ高規格道が開通することになれば、

福島まで１時間、新潟までも１時間圏内になり、

長井にとっては大変なチャンスであり、対応次

第ではピンチになってしまうことも想定されま

す。 

 こうした仕組みをつくるためには、市では協

働の可能な事務事業を取りまとめ、発注しやす

い形にして、市民の皆さん、事業所の皆さんに

受けていただけるよう調整していく作業が必要
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だと思います。また、協働のために必要となる

契約や協定について、参考資料を作成し、市民

の皆さんと協働について法的関係の共通理解も

しっかりと図っていきたいというふうに思って

いるところであります。 

 次に、新合併特例法でどのような合併という

ことでありますが、ご案内のように、合併新法

は、平成17年４月から22年３月末までの５年間

の時限立法であります。山形県は合併新法に基

づき、「県内市町村の合併の推進に関する構

想」、いわゆる「山形県市町村合併推進構想」

を策定されました。置賜地域の合併構想の組み

合わせは、ご案内のとおり、３市５町が一つに

まとまるべきだというものであります。さらに

合併新法では、県知事は構想対象市町村に対し

て、合併特例法に基づき合併協議会を求めるべ

きことを勧告された場合には、勧告を受けた市

町村の長は、合併推進協議会について議会に付

議をし、議会がもし否決された場合には、住民

の方が有権者の６分の１以上の連記により、市

町村長が住民投票の請求を行うこともできると

いうふうになっております。この住民投票で過

半数があれば、これは議会が可決されたと同じ

というふうに見るわけでありますが、山形県の

スタンスとしては、そこまでは余り、合併協議

会の設置について勧告まではどうも考えてない

ようであります。あくまでも自主的な市町村の

合併を促進する。そのために、市町村合併に向

けた取り組み支援として、「やまがた夢未来合

併推進本部」を設置すると、そして、その合併

に向けた支援の一つに、必要な情報の提供、こ

れは県から合併に向けてのパンフレットが県内

の公共施設に配置することが書かれております

ので、長井市では、公民館等への配置のほかに、

全世帯配置を希望し、６月15日に全世帯に配置

をさせていただきたいというふうに思っている

ところです。 

 また、県としては、財政支援として、合併協

議会の早期設置と円滑な運営のための合併協議

会交付金として、任意、法定とも２年度にわた

り、１合併当たり300万円を上限に交付すると

明記しております。また、人的支援もしたいと、

要請に応じ県職員の派遣もあるということであ

ります。 

 したがって、これら県の合併推進構想を踏ま

えながら、３月議会でも申し上げましたけども、

できればやっぱり置賜が一つにつながる、置賜

が一つになれば一番いいわけですが、それにつ

ながる合併を目指していくべきだと、これが、

県と歩調を合わせて将来を見据えることが正し

いのではないかと私は思っております。 

 この策定段階でも、置賜市町長の懇談会ある

いは市長会の場で、知事も入れて話し合った経

緯がありますが、ぜひ知事が先頭に立って合併

構想を進めるために、各首長に声かけをしてい

ただきたいということも申し上げました。８月

には知事と置賜の各首長との懇談会も予定され

ておりますので、そういった場でも長井市の基

本的な考え方を申し上げていきたいと思います。 
＋

 なお議論があれば、もう少し触れたいんです

が、後でまた。 

 次に、市民との協働のまちづくりであります

が、これまでも女性や高齢者、子供の声を生か

さなければいけないと、内谷議員からご指摘の

とおり、私も非常に大事な視点だと思います。

心のまちづくり事業、あるいはコミュニティ事

業などで、市民の皆さんのやる気、あるいは地

域の皆さんのやる気に対してサポートをするの

が行政ではないかと、協働のまちづくりをさら

に推進していくためには、積極的な市民の皆さ

んとの協働が必要だと、そういう具体的な提案

に対しては、企画調整課が窓口になり、各種女

性のメニューの活用や担当課との調整も行って

いきたいと、いわゆる男女共同推進窓口とまで

看板かけるかどうかは別にして、担当係長もい

ますから、そこで受けていくと。市民相談室は
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どうも苦情とか、そういうところのが多いので、

そことはまたちょっと別にして、これは未来に

向けた窓口ですから、そういったふうに考えて

いきたいと。そして、意見の公募、あるいは審

議会委員の公募などの制度も推進をしていきた

いと。 

＋ ＋

 まちづくり基本条例、３月議会で認めていた

だいたわけでありますが、５月１日号の「広報

ながい」でその概要、骨子を市民の皆さんにお

知らせをしましたし、25、26日には説明会も開

催をいたしました。さらに新たな取り組みとし

て、意見の公募、審議会の公開、審議会委員の

公募、政策形成過程における情報公開について

も７月１日施行に向け、要綱を今作成中であり

ます。これらの取り組みによりまして、市民の

皆さんと情報の共有化を進め、協働の意義の啓

蒙と政策の形成過程への市民の参加を図ってい

きたいと。 

 なお、要綱施行前の試行として、特別職報酬

審議会や心のまちづくり審議会においても、１

日から19日まで、市のホームページにおいて意

見公募を行いまして、各１名公募していただき

ましたので、その方は委員に入っていただきた

いと思っているところであります。 

 なお、協働のまちづくり推進事業を委託事業

として、ＮＰＯネットワーク団体を委託先と想

定して、今、仕様書を作成中ですが、ＮＰＯの

皆さんなどの新たな活動展開についての展望調

査、それから、ＮＰＯ法人任意団体、企業の社

会貢献部署、地域組織などを対象に、各地区で

の討論形式の意見聴取を行い、それを整理し、

ルールづくりにつなげていきたいというふうに

思ってるところであります。 

 なお、置賜総合支庁も協働のルールについて

研究会、置賜協働のまちづくり研究会をつくら

れて検討されておるようであります。間もなく

報告書が出てくると言われておりますので、こ

れらも参考にしながら検討していきたいという

ふうに思っているところであります。 

 地域再生の活力をどう進めるかについて、３

番目ですね。 

 過去10年間の長井経済、これは率直に言って、

ご指摘のとおり、なかなか厳しかったと思いま

すね、はっきり言って。これは、10年間は、バ

ブルの崩壊、それからデフレ、それから国、地

方自治体の財政危機による公共事業の抑制等も

あって、どこも厳しかったと。特に長井市も主

力産業である製造業は、量産品あるいは組み立

て製造の海外シフト、あるいは製造単価の引き

下げ競争、あるいは中核企業、ハイマンさん等

の問題、あるいはリストラ等も重なって、大き

な落ち込みにあったということはご指摘のとお

りであります。 

 しかし、私は、近年はまた、きのうのＮＨＫ

の朝８時５分からのあれを見るように、製造業

もそれぞれにやっぱり知恵を出して、新しい取

り組みをしているというのはご案内のとおりで

ありまして、例えばですね、平成16年度の工業

調査の全国集計で、付加価値率では長井市は、

全国の市町村1,820ありますが、133位、県内で

はトップであります。高い技術とものづくりの

経営基盤を擁しているというふうに考えており

ます。こうした底力、これがやっぱりＲＯＢＯ

－ＯＮＥとか、企業としての連携であるとか、

製造業の振興につながると、そこを雇用対策に

もつなげたいというふうに思っているわけであ

りますし、もう一つはやっぱりさくら回廊やフ

ットパス事業で、新しい観光戦略で、観光も、

桜もつつじも黒獅子も伸びておりますから、あ

やめ、これから水まつり等もありますし、フッ

トパスもありますし、いろんな面で、過去10年

間の反省も踏まえ、市民の皆さん、事業者の皆

さん、ＮＰＯの皆さん、あるいは行政等も産業

振興、まちづくりに取り組んで、一歩ずつ前進

していくと、これは可能なのではないかという

ふうに私は思っているところであります。 
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 2030年の経済産業省の予測ですね。これは長

井、白鷹、飯豊、ここは一つの経済圏に近かっ

たと思います。特に昭和30年代は、この３つだ

けでも８万人ぐらいで、米沢の９万人に匹敵す

るぐらいの経済人口。今は白鷹が少し山形、仙

台に行かれますし、飯豊も分散されたと。しか

し、川西なんかも一部こちらに病院等で域内に

入ってきて、この辺もやっぱり人口の倍ぐらい

の経済圏ではないかと思いますが、人口はです

ね、長井・白鷹・飯豊の域内人口が今、５万六、

七千人ですね。これが2030年だと、長井市でさ

えも２万3,000人ですから、４万三、四千人と

いうのが予測される数字なのではないかと。こ

の厳しい予測を製造業中心に、地場産業を中心

にした製造業の振興、観光交流等で乗り切って

いくと、これ以外にやっぱり、今、長井の考え

られる道はなかなか難しいのではないかという

ふうに私は思っているところであります。 

＋

 なお、2020年までに高速交通網についてです

が、ご指摘のように、平成20年度までに新潟山

形道の赤湯バイパスが大体使用開始になると、

以降、今、一生懸命整備区間に格上げするよう

に頑張っているわけですが、23年度までに長井

南バイパスが供用ができるかもしれないと、あ

るいは24年度までに北バイパスまで使用開始が

できる可能性が出てきたと、したがって、2020

年度まで、長井から米沢まで30分圏内、福島ま

で１時間圏内、東北中央自動車道、新潟山形道、

国道287号によって、長井市が従来高速交通網

からなかなか取り残されておったというところ

が、窓口を持つということになると思います。 

 ただ、高速交通網というのは、便利でスピー

ドがこっちから行く場合にはなるわけですが、

その分やっぱり外部に人口や産業が流出しやす

いという、いわゆるストロー効果といいますか、

そういうところもやっぱり注意しなきゃいけな

い。考慮しなければいけない。したがって、メ

リットの、長井に行ってみたいと、あるいは長

井はいいとこなんだと、長井に仕事、工場もつ

くりたいというように、やっぱり魅力をアップ

する、バージョンアップをする、地域の特性を

伸ばしていくということが必要でありまして、

つまり独自の地域づくりが必要でありまして、

製造業や観光面での強い求心力が必要だと思い

ます。 

 総合支庁等も置賜ゲートウェイ構想、これ、

道の駅に近いのかな、というような構想を何度

も検討するという話もありますし、南東北での

広域観光事業の連携等もこれから力を入れたい

というようなこともありますから、こういった

地域資源をブランドにする。それを発信してい

く。オンリーワンのまちづくりに努力をすると

いうのが、これからのこの高速交通網体系が整

備されたときに生き残る道なのではないかとい

うふうに私は思ってるところであります。 

 取り急ぎ答弁させていただきました。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 大変いろいろな多岐にわ

たる質問項目でしたので、答弁の方も大変多岐

にわたって、大変ありがとうございました。 

 再質問として何点かさせていただきたいとい

うふうに思いますが、まず最初に、市長も先ほ

どちょっと含みを持たれた新合併特例法上の合

併の推進についてなんですが、県の方は３市５

町ということで推進構想を出したわけなんです

が、実質的にことしの春あたりの置賜の市長、

町長の会合の中では、なかなか積極的な発言が

できなかったと。これは県会議員と市長、町長

と、あと知事との話し合いの中だったそうなん

ですが、そういうふうにお伺いしておりまして、

市長は３月定例会で、今申し上げましたけども、

置賜が一つにつながるような組み合わせで推進

していくべきだということで、まず核を米沢に

置かれたわけなんですが、今の時点で米沢とい

うのは非常に消極的なんじゃないかなというふ

うに聞いております。新合併特例法についても
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ことしで２年目でありますから、ことしも含め

てあと４年以内に合併しないと、地方交付税

等々のメリットの部分が享受できないというこ

とであるとすれば、長井はどんな行動をとって

いくかですけども、やはり米沢を抜きにした場

合、どういうふうな合併の組み合わせが考えら

れるか。あるいは長井としてはどうすべきか。

その辺の市長のお考えをお聞きしたいなという

ふうに思います。 

＋ ＋

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 米沢は、前の髙橋さんのときに

は非常に積極的だったんですよね。その面で、

今、安部さんは少し内政に重点を置かれている

のかなというので、はっきり賛否は言われない

ですよ。ただ、これはね、時代はどんどん変わ

ってきますからね、例えば白鷹なんかだって、

もう議会の皆さんとか町民の皆さんは、長井市

と一緒にやろうと、でも町長さんはなかなか、

事実2030年代と、ありますから、私はやっぱり、

そういう場合は余り固定的に考えるのではなく

てだと思いますね。私が余りあくが強いから、

私の後にかわった人はもっと受け入れやすいか

もしれないし、置賜でも、というようなことも

ありますし、私は、でも一緒に推進をしていく

という場合に、県が出された構想というのの方

が実現性があるし、そう実現しないと生き残っ

ていけないというのが一つですよ。2030年に４

万4,000人でしょう、まず予測としては。５万

人切るわけです。どんどんどんどん減りますよ。

これがやっぱり、置賜ですと今23万人。米沢が

中核じゃないですよ。米沢と長井と、あえて言

えば南陽と、３市がやっぱり中核になると。特

に米沢と長井なわけですが、長井も私は地理的

に言えば一番中核だと思いますから、置賜の。

こういった場合に、これだって20万人超えてる

といっても、７割、８割になれば十七、八万人

になりますね。 

 この間、加藤紘一さんの「新しい国の形」で、

「将来はやっぱり市町村がもっと力をつけて、

国との二重でいいんだと、二層でいいんだと、

仲卸は要らない」という本を見ましてね、私は

やっぱりあれも一つの卓見だなと。道州制なん

て、国があって道州があって、また３つの階層

なんていうのは、アメリカみたいに広大なとこ

ろは別ですよ。中国だって黒龍江省だけで日本

の1.2倍ですから。 

 そういうのとは違って、37万平方キロメート

ルのところは、もう中抜きでもいいのではない

かという場合に、市町村がやっぱり力を持たな

きゃいけない。力を持てば、今でさえも県を素

通しして独自に国とつながってるのが2,500万

人ぐらいありますよ。政令指定都市、ほかに、

新潟もそうでしょう。今度は静岡、浜松もそう

です。堺も入ってくる。そうすると2,500万人。

20％。10人に２人はもうそうなってるわけです。

市と国とというふうにつながってくるわけです

から。そこまでいかなくても、20万人ぐらいを

目指していかないと、私はやっぱりそういう構

想も、むしろそれが一番の行政改革かもしれま

せん、逆に言えば。というふうに考えると、私

はやっぱり構想は大きく構えた方がいいのでは

ないかというふうに思います。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 ありがとうございました。

やはり余り市長は新合併特例法というのはこだ

わらなくてもいいんじゃないかと。 

  （「できればいいけどね」の声あり） 

○２番 内谷重治議員 できればいいけども、余

りこだわらないで、やはり置賜一つということ

で、24万人弱になるわけですから。市長がおっ

しゃるように、私も昨年の暮れに加藤紘一先生

の方からお話を伺ったときに、合併の話をした

んですが、将来的には道州制というのもあるん

だけども、それは一時だろうと、最終的には、

石原元官房副長官がおっしゃってるようなんで

すが、自治省出身の方ですね、その方が非常に
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○目黒栄樹市長 ぜひ企画調整課に、そういうふ

うにしたいと思いますね、私も。企画調整課長

に、今聞いてるから、大丈夫だと思います。知

恵を出して。 

力を持っておられるということで、加藤先生の

方からは、県というのは例えば今の郡のような

形になるんじゃないかと、県の職員、これ全国

の都道府県の職員の給料が、これは教職員もい

らっしゃるので合わせれば20兆円ぐらいだと、

実はこの部分で、教職員を除いたその部分が非

常に行革のポイントになるんだと、いわゆる10

兆円の人件費をどうするかというようなことを

おっしゃってまして、そういうふうに考えた場

合、もっともっと市町村が国と直接やりとりで

きるような形が望ましいんだというふうにおっ

しゃってましたので、市長のおっしゃるとおり

だなと思います。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 ぜひよろしくお願いいた

します。 

 今回、私の一般質問、常に雑駁ではあるんで

すが、特に非常に大きい項目の質問ですので、

余り詰めることはできないんですけども、最後

に、2020年までの高速交通体系、これをどうい

うふうに生かすかということで、市長もおっし

ゃっておられましたけど、ストロー効果ですね。

逆に逃げていく可能性が非常に高いんではない

かというふうに思います。 

 それでは、２番目に、協働のまちづくりにつ

いてなんですが、先ほど、今、企画調整課の方

で進めてるまちづくり基本条例に基づいたいろ

んな施策、要綱等の準備等はお伺いしました。

担当の係長もいらっしゃるということで、私も

それは承知してるんですが、市長もおっしゃる

ように、女性の方や、あるいは高齢者の方がま

ちづくりに参加したいというふうに思ってらっ

しゃるわけですね。ただ、いろんな価値観を持

っていらっしゃいますから、市にとってはなか

なか話をお受けするだけでも大変なことなんで

すけども、市民相談室というのはいろんな困り

ごと相談的な要素が大きいわけですから、協働

のまちづくり相談室みたいなことを、別に別室

は設けなくてもいいですから、窓口はきちんと

わかりやすい形で設けていただかないと、せっ

かくの善意といいますか、長井のために私は自

分の力を尽くしたいんだと、そういう人の声と

か、あるいは行為が空回りいたしますので、な

かなかこまい部分の要望というのは当然あるか

と思いますけども、そこをやはり、何でしょう

か、うまく市のまちづくりのパワーに転化でき

るような、そういった窓口が欲しいと思うんで

すが、その点いかがでしょうか。 

 市長も観光ということをおっしゃっておりま

したけども、今、長井には余り来ないんですけ

ども、新聞等でも時々載ってるように、県内に

農業とか、何ていうんでしょうか、森林ですと

か環境とかで、高校生、中学生、小学生の修学

旅行ってどんどんふえてるんですね。私も実際

にあんまりそういうのを見たことなかったんで

すが、この間、５月の末に、千葉県の千葉市立

中学校ですね、150人ぐらいで２泊３日で山形

県に入って、赤湯温泉に泊まったんですね。そ

れで、１日目は４班ぐらいに分かれまして、い

ろんな観光のコースを行ってました。残念なが

ら置賜の観光というのは余りないんですね。た

だし２日目は置賜の、やはり何班かに分かれて

なんですが、長井にも伊佐沢、あとは飯豊とか、

農家をずっと訪れて、農業の現場を見せていた

だいてるというような修学旅行があるんですね。

これはいつからやってるかというと、前は川西

のサンマリーナに泊まってたと。これはもうず

っと続いてるということで、あとご承知のとお

り高畠も非常に、人材も豊富だということもあ

るんでしょうけども、環境の勉強とかで随分来

てるんですね。ですから、高速交通網がこうい

＋

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 
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＋

うふうに整備されるとますます来やすいし、Ｐ

Ｒしやすくなると。 

 それと、やはり観光も、なかなか難しいんで

すけども、農業といかに融合させるかというと

ころが、なかなか今の農業というのは、私自身

も農家でありながら見えないんですね。その辺

の方、その点について、市長、何かいいご教示

いただければなと思うんですが、いかがでしょ

うか。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

＋ ＋

○目黒栄樹市長 まずやっぱり、実際成功例とい

うのを見ていただければ一番いいんだろうと思

うんですね。伊佐沢の直売所なんていうのは、

それはこの辺の中では一番の、別に国道にある

わけじゃない。何があるわけじゃないけども、

まさに地物、地元のものを、あそこからとって

きた大根だよと、そういうのを、あそこにある

ラ・フランスだよというのが並んでるわけで、

それはもう少しずつ伸びてるわけですし、そこ

に隣接してそばを打っていただけるとこがある

し、ああいうやっぱり農業で元気に成功してお

られるところを見ていただくようなコースにす

る気でやる。もう一つはやっぱりレインボーで

すよ。レインボーの市民農場等で見てもらいな

がら、でもコンポストセンターに、それはさっ

と行くのはいいかもしれませんが、レインボー

がどういうことなのかと、この２つを持ってる

わけですから、こういうのを教育の中でも生か

していく、売り物にしていくということがやっ

ぱり今の高校生にいいのではないかなというふ

うには思います。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 市長おっしゃるように、

レインボーというのは非常に、何でしょうか、

大きな教育という面からも資源だろうなという

ふうに思ってます。前にもお話ししたことがあ

ったと思うんですが、日本では余りない、余り

というか、聞いたことないんですけども、環境

教育のための、何ていうんでしょうか、公園み

たいなものがきちっと整備されておりませんね。

ですから、例えば長井ダムの奥の方に、何もし

なくていいですよ。一つ、ただ単に自然のエリ

アを設けて、そこで環境の勉強ができるような、

そういうシステムと人材がいれば、相当これは

人を呼べるんじゃないだろうか。人というのは

子供ですけどね、教育ということで。あとは家

畜ですとか、コンポストセンターでもいいです

けども、そういったものもやはり都会の子供と

いうのは、常時いれば大変ですけども、大変な

思い出になると思うんですね。 

 そんなことから、その辺の組織化をぜひご検

討いただければなと思いますし、あと、先ほど

製造業の中で、確かに付加価値が非常に高いと、

長井の製造業の付加価値、高いですし、先ほど

10年間の経済成長率といいますか、域内総生産

でも、米沢なんかは非常に伸びてるんですね。

３％以上伸びてるんですけども、あそこは八幡

原の工業団地にただ単に誘致企業が来て、それ

で生産して持って帰るだけですから、その点長

井は非常に地元に対してね、誘致企業であって

もいろんな形で結びついて集積が進んでるとい

うことで、これは比較にならないとは思うんで

すが、そういったことを観光と農業もぜひやる

べきだと思うんですね。例えば農業で生産した

ものを加工して、販売に結びつけるような、そ

ういった形のものも今の時代なかなか進みにく

いですけども、農林課と商工観光課、あるいは

農協と観光協会と、ぜひそういうテーブルを設

けながら、模索しながら、交流局をとにかくふ

やすんだというような戦略を練っていただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。これ最後

でございますので、ぜひその辺をお願いいたし

ます。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 趣旨は大いに結構だろうと思い

ますね。具体的にどう進めるかですね。やっぱ

―８０― 
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り内谷議員のアイデアもどんどん出していただ

いて、皆さんからもアイデアを出していただい

て、それをやっぱり具体的に一歩ずつ前へ進め

なければと思いますので、そうできるように、

ぜひアイデアも出していただきながら、ご協力

もお願いしたいというふうに思います。 

 

 

   散     会 

 

 

○大沼 久議長 本日はこれをもって散会いたし

ます。 

 再開は、明日午前10時といたします。 

 ご協力ありがとうございました。 

 

 

    午後 ４時１６分 散会 

＋

―８１― 


